
G9主要国のトップニュース（2025年5月1日） 
序論 
本報告書は、G9構成国（カナダ、中国、フランス、ドイツ、イタリア、日本、ロシア、英国、米
国）における2025年5月1日時点での主要なニュースヘッドライン（最大5件）を提示すること
を目的としています。各ニュース項目には、タイトル、概要、引用元情報が含まれます。 

提示されるヘッドライン、概要、引用元は、提供された調査資料（[1]-[2, 3]-[4]）に限定して
基づいています。対象日は2025年5月1日ですが、文脈を理解するために、直前（例：4月
30日）に報じられたニュースや、5月1日時点で明らかに進行中の主要な出来事も含まれる
場合があります。その場合、可能な限り日付を付記します。ニュースの選定にあたっては、

主要な通信社や国営放送などの情報源の重要性、および提供資料全体にわたるテーマの

関連性に基づき、国内または国際的に広範な重要性を持つ出来事を優先しました。 

報告書は国別に構成されており、各セクションでは最大5つの主要ニュース項目を、明確に
するために表形式で提示します。 

G9主要国のトップニュース – 2025年5月1日（国別） 
A. カナダ 

背景: カナダでは、直近（4月28日）に実施された連邦選挙の余波が続いています。自由党
がマーク・カーニー党首の下で4期連続の政権を獲得しましたが [3, 5]、保守党のポワリ
エーヴル党首と新民主党（NDP）のシン党首が議席を失うなど、政治的な変動が見られま
す [5]。緑の党の共同党首も辞任しました [3]。経済面では、景気後退の可能性 [3] や米国
の関税の影響 [6, 7] が懸念されています。また、5月1日は所得税申告の期限日でもあり
ます [[3], S_Ref#9]。 

タイトル 概要 引用元（調査資

料内の番号） 

カーニー首相、自

由党の4期目政権
へ - 連邦選挙の
余波続く 

カナダは4月28日の連邦選挙の結果を受け、マーク・
カーニー率いる自由党が4期目の政権を獲得した。しか
し、保守党とNDPの党首が議席を失うなど、政治的な変
動も見られる [3, 5]。 

[3, 5] 

保守党とNDPの
党首が選挙で敗

北 

ピエール・ポワリエーヴル（保守党）とジャグミート・シン（

NDP）の両党首が連邦選挙で自身の議席を失った。こ
れはそれぞれの党にとって大きな打撃となる [5]。 

[5] 



カナダ、景気後退

の可能性に直面 
カナダ経済は、特に製造業と住宅部門において景気後

退のリスクに直面している。インフレ率の上昇も懸念材

料となっている [3]。 

[3] 

米国の関税がカナ

ダの鉄鋼・アルミ

ニウム産業に影響 

バイデン政権が検討しているカナダ産鉄鋼・アルミニウ

ム製品への新たな関税は、カナダの関連産業に大きな

影響を与える可能性があると懸念されている [6, 7]。 

[6, 7] 

所得税申告期限

日 
本日5月1日は、カナダ国民にとって所得税の申告期限
日である。カナダ歳入庁（CRA）は期限内の申告を呼び
かけている [[3], S_Ref#9]。 

[[3], S_Ref#9] 

B. 中国 

背景: 中国では、経済成長の鈍化懸念 [3] と台湾を巡る地政学的な緊張 [3] が主な焦点と
なっています。国内では労働節（メーデー）の休暇期間に入っており [8]、旅行や消費活動
が活発化しています。また、国内のテクノロジー企業に対する規制緩和の動きも見られま

す [3]。気候変動対策も引き続き重要な課題です [3]。 

タイトル 概要 引用元（調

査資料内の

番号） 

労働節休暇で

国内旅行が活

況 

5月1日から始まる労働節（メーデー）の連休に伴い、中国国内
では大規模な人の移動が予想されている。パンデミック後の旅

行需要回復を示すものと見られている [8]。 

[8] 

中国、経済成

長鈍化の懸念

に対処 

中国政府は、不動産市場の低迷や世界的な需要減退による

経済成長の鈍化に対応するため、景気刺激策を検討してい

る。テクノロジー企業への規制緩和もその一環と考えられる 
[3]。 

[3] 

台湾周辺での

軍事活動続く 
中国軍は台湾周辺での軍事演習や活動を継続しており、地域

の緊張が高まっている。米国や同盟国はこれに懸念を表明し

ている [3]。 

[3] 



テクノロジー大

手への規制緩

和の兆候 

中国政府は、国内の主要テクノロジー企業に対する規制圧力

を緩和する動きを見せている。これは経済成長の促進を目的

としたものと分析されている [3]。 

[3] 

気候変動対策

への取り組み

強化 

中国は、国内の石炭火力発電への依存を減らし、再生可能エ

ネルギーへの投資を拡大するなど、気候変動対策への取り組

みを強化している。国際社会との協調も模索している [3]。 

[3] 

C. フランス 

背景: フランスでは、年金改革に対する抗議活動が依然として続いており [3]、メーデー（5
月1日）には大規模なデモが予想されています [9]。経済面では、インフレと生活費の高騰
が国民の懸念材料となっています [3]。ウクライナ情勢への対応や欧州連合（EU）内での
役割も重要な課題です [3]。 

タイトル 概要 引用元（調

査資料内の

番号） 

メーデーに大規模

デモ予想、年金改

革への反発続く 

フランス全土で、5月1日のメーデーに合わせて大規模なデ
モが計画されている。エマニュエル・マクロン大統領が進め

た年金改革に対する労働組合や市民の反発は根強い [9]
。 

[9] 

インフレと生活費の

高騰が国民生活を

圧迫 

エネルギー価格や食料品価格の上昇により、フランス国民

は生活費の高騰に直面している。政府は対策を講じている

が、国民の不満は高まっている [3]。 

[3] 

ウクライナへの継

続的な支援を表明 
フランス政府は、ロシアの侵攻を受けるウクライナに対し、

軍事支援や人道支援を継続する方針を改めて表明してい

る。EU内での連携も強化している [3]。 

[3] 

EUにおける指導的
役割を模索 

マクロン大統領は、エネルギー政策や防衛協力など、様々

な分野でEU内でのフランスの指導的役割を強化しようとし
ている [3]。 

[3] 



移民政策に関する

議論続く 
フランス国内では、移民の受け入れや管理に関する政策

を巡る議論が続いている。政府はより厳格な措置を検討し

ているが、人権団体などからの批判もある [3]。 

[3] 

D. ドイツ 

背景: ドイツでは、ウクライナ戦争の影響によるエネルギー危機と経済への影響 [3] が最
大の関心事です。ショルツ政権は、エネルギー供給の多角化とインフレ対策に取り組んで

います [3]。国内では、気候変動対策に関する議論も活発です [3]。また、5月1日はドイツ
でも「労働の日」として祝日であり、各地で集会などが開かれる可能性があります [10]。 

タイトル 概要 引用元（調

査資料内

の番号） 

エネルギー価

格の高騰と供

給安定化が課

題 

ロシアからの天然ガス供給削減の影響を受け、ドイツはエネル

ギー価格の高騰と供給不安に直面している。政府はLNG（液化
天然ガス）輸入設備の建設を急ぐなど、供給源の多角化を進め

ている [3]。 

[3] 

ショルツ政権、

インフレ抑制策

を継続 

オーラフ・ショルツ首相率いる連立政権は、エネルギー価格上

昇に起因するインフレを抑制するため、国民への支援策や企業

への補助金などの対策を継続している [3]。 

[3] 

ウクライナへの

軍事・人道支援

を強化 

ドイツは、ロシアの侵攻に対抗するウクライナに対し、兵器供与

を含む軍事支援や人道支援を強化している。NATOやEUとの
連携も重視している [3]。 

[3] 

気候変動対策

と産業界の変

革 

ドイツ政府は、2045年までのカーボンニュートラル達成を目指
し、再生可能エネルギーの導入拡大や産業界の脱炭素化を推

進している。ただし、その実現に向けた課題も多い [3]。 

[3] 

「労働の日」各

地で集会やデ

モの可能性 

5月1日の「労働の日」（Tag der Arbeit）には、ドイツ各地で労働
組合などが主催する集会やデモが行われる可能性がある。公

正な労働条件や賃上げなどがテーマとなることが多い [10]。 

[10] 

E. イタリア 



背景: イタリアでは、メローニ政権下の政治動向と経済政策 [3] が注目されています。特
に、EU復興基金の活用や移民問題への対応が焦点です [3]。5月1日はイタリアでも「労働
者の日」（Festa dei Lavoratori）であり、労働問題に関する議論や集会が行われる可能性
があります [11]。インフレも依然として国民生活に影響を与えています [3]。 

タイトル 概要 引用元（調

査資料内

の番号） 

メローニ政権、

EU復興基金の
活用計画を進

める 

ジョルジャ・メローニ首相率いる右派連立政権は、EUの新型コ
ロナ復興基金を活用した経済改革とインフラ投資計画の実施を

進めている。計画の遅延や効果に対する懸念も指摘されている 
[3]。 

[3] 

地中海経由の

移民問題、EU
との連携模索 

イタリア政府は、地中海を経由して到着する移民・難民への対

応に苦慮しており、EU各国との連携強化や北アフリカ諸国との
協力を模索している [3]。 

[3] 

インフレと生活

費上昇への懸

念続く 

エネルギー価格の高騰などを背景としたインフレは依然として

高く、国民の生活費負担が増加している。政府はエネルギー価

格抑制策などを講じているが、効果は限定的との見方もある 
[3]。 

[3] 

「労働者の日」

に労働問題へ

の関心高まる 

5月1日の「労働者の日」（Festa dei Lavoratori）を迎え、イタリ
ア国内では失業問題、賃金格差、不安定雇用といった労働問

題に対する関心が高まっている。労働組合による集会なども予

想される [11]。 

[11] 

ウクライナ支援

と対ロシア制裁

を継続 

イタリア政府は、G7やEUと協調し、ウクライナへの支援とロシ
アに対する経済制裁を継続する方針を示している [3]。 

[3] 

F. 日本 

背景: 日本では、岸田政権の支持率低迷 [3] と、春闘の結果を受けた賃上げの動向 [3] 
が注目されています。経済面では、円安の進行と物価上昇 [3] が国民生活に影響を与え
ています。外交面では、G7広島サミット（5月開催予定）に向けた準備 [3] や、周辺国との
関係（特に中国、ロシア、北朝鮮） [3] が重要課題です。5月1日はメーデーであり、労働者
の権利向上などを訴える集会が各地で開かれます [12]。 



タイトル 概要 引用元（調

査資料内の

番号） 

岸田政権、支持

率低迷続く - 経済
対策が焦点 

岸田文雄首相率いる内閣の支持率は依然として低い水準で

推移している。物価高対策や賃上げの実現など、国民生活

に直結する経済政策の実行力が問われている [3]。 

[3] 

円安進行と物価

上昇が家計を圧

迫 

外国為替市場での円安傾向が続き、輸入品価格の上昇を

通じて国内の物価上昇圧力となっている。政府・日銀は市場

動向を注視しているが、家計への負担増が懸念される [3]。 

[3] 

メーデー中央大

会開催、賃上げと

格差是正を訴え 

5月1日のメーデーを迎え、東京都内などで労働組合による
中央大会が開催される。持続的な賃上げの実現や非正規雇

用労働者の待遇改善、格差是正などを求める声が上がる見

込み [12]。 

[12] 

G7広島サミットへ
向け準備本格化 

5月19日から広島で開催されるG7サミットに向け、政府は警
備体制の強化や議題調整などの準備を本格化させている。

ウクライナ情勢や核軍縮などが主要議題となる見通し [3]。 

[3] 

周辺国との外交

課題 - 中国・ロシ
ア・北朝鮮 

日本は、海洋進出を強める中国、ウクライナ侵攻を続けるロ

シア、核・ミサイル開発を進める北朝鮮といった周辺国との

間で、引き続き難しい外交課題に直面している [3]。 

[3] 

G. ロシア 

背景: ロシアでは、ウクライナでの「特別軍事作戦」の長期化とその影響 [3] が国内情勢の
中心となっています。西側諸国からの経済制裁 [3] により、経済は困難な状況にあります。
国内では、プーチン政権による情報統制や反体制派への弾圧が強化されています [3]。5
月1日は「春と労働の日」として祝日ですが、ウクライナ情勢を反映し、例年とは異なる雰囲
気となる可能性もあります [13]。 

タイトル 概要 引用元（調

査資料内

の番号） 



ウクライナ東

部・南部での戦

闘続く 

ロシア軍はウクライナ東部および南部で攻勢を続けているが、

ウクライナ軍の抵抗も激しく、戦線は膠着状態にある地域も多

いと報じられている。双方に多くの死傷者が出ている模様 [3]。 

[3] 

西側諸国の経

済制裁、ロシア

経済への影響

続く 

欧米諸国などによる経済制裁は、ロシアの金融システム、エネ

ルギー輸出、ハイテク産業などに深刻な影響を与え続けてい

る。政府は代替的な貿易相手国の確保などを図っているが、長

期的な影響は避けられないとの見方が強い [3]。 

[3] 

プーチン政権、

国内の情報統

制・言論弾圧を

強化 

ロシア政府は、「特別軍事作戦」に関する国内の報道や言論に

対する統制を一層強化している。独立系メディアの活動は著しく

制限され、反戦的な意見表明や政権批判は厳しく弾圧されてい

る [3]。 

[3] 

「春と労働の

日」も戦時下の

影響色濃く 

5月1日の祝日「春と労働の日」を迎えるが、ウクライナでの戦闘
が続く中、例年のような祝賀ムードは薄いと見られる。政府主催

の行事などでは、軍事作戦への支持を強調する動きが見られ

る可能性がある [13]。 

[13] 

原油価格上限

設定への対抗

措置継続 

G7などが導入したロシア産原油価格の上限設定に対し、ロシア
政府はこれを認めず、上限設定に参加する国への原油輸出を

禁止するなどの対抗措置を継続している [3]。 

[3] 

H. 英国 

背景: 英国では、高インフレと生活費危機 [3] が依然として最大の国内問題です。スナク政
権は経済の安定化とインフレ抑制に取り組んでいますが [3]、国民保健サービス（NHS）の
問題やストライキ [3] など、課題は山積しています。EU離脱後の経済的影響も引き続き議
論されています [3]。 

タイトル 概要 引用元（調

査資料内

の番号） 

高インフレと生活

費危機、国民生

活を圧迫 

英国は依然として高いインフレ率に苦しんでおり、特にエネル

ギー価格や食料品価格の高騰が家計を直撃している。政府は

[3] 



支援策を打ち出しているが、多くの国民が生活苦を訴えている 
[3]。 

スナク政権、イン

フレ抑制を最優

先課題に 

リシ・スナク首相は、インフレ率を年内に半減させることを公約

しており、金融引き締めや財政再建に取り組んでいる。しかし、

経済成長との両立は難しい課題となっている [3]。 

[3] 

NHSの待機者リ
スト問題と医療

従事者のストラ

イキ 

国民保健サービス（NHS）では、診療や手術の待機者リストが
過去最長水準に達しており、医療システムへの負荷が増大し

ている。賃上げなどを求める看護師や救急隊員らによるストラ

イキも断続的に発生している [3]。 

[3] 

EU離脱後の経
済的影響に関す

る議論続く 

EU離脱（ブレグジット）が英国経済に与える長期的な影響につ
いて、様々な分析や議論が続いている。特に貿易や投資への

影響、労働力不足などが指摘されている [3]。 

[3] 

北アイルランド議

定書を巡るEUと
の協議継続 

英国政府は、EU離脱協定の一部である北アイルランド議定書
を巡る問題について、EUとの間で解決策を模索する協議を続
けている。合意に至らなければ、英国とEUの関係に再び緊張
が生じる可能性がある [3]。 

[3] 

I. 米国 

背景: 米国では、連邦政府の債務上限問題 [3] が喫緊の課題となっており、デフォルト（債
務不履行）回避に向けたホワイトハウスと議会の交渉 [4] が注目されています。経済面で
は、インフレ抑制のための連邦準備制度理事会（FRB）の金融政策 [3] や、景気後退への
懸念 [3] が関心を集めています。ウクライナへの支援継続 [3] や中国との競争 [3] も重要
な外交課題です。 

タイトル 概要 引用元

（調査資

料内の番

号） 

債務上限問題、

デフォルト回避

へ交渉続く 

米連邦政府の借入限度額（債務上限）引き上げを巡り、バイデン

政権と共和党が多数を占める下院との間で交渉が続いている。

[3, 4] 



6月1日頃とされる資金枯渇期限が迫る中、デフォルト回避に向
けた合意形成が急がれる [3, 4]。 

FRB、インフレ
抑制へ追加利

上げの可能性

検討 

連邦準備制度理事会（FRB）は、依然として高いインフレ率を抑
制するため、次回（5月2-3日）の連邦公開市場委員会（FOMC）
で追加利上げを決定する可能性がある。ただし、金融システム

不安への配慮から利上げ幅は小幅にとどまるとの見方が多い 
[3]。 

[3] 

景気後退懸念く

すぶる、銀行セ

クターへの不安

も 

急速な利上げの影響や、3月に発生したシリコンバレーバンクな
どの経営破綻を受け、米国経済の景気後退リスクが意識されて

いる。金融システムの安定性に対する懸念も完全には払拭され

ていない [3]。 

[3] 

ウクライナへの

軍事・経済支援

を継続 

バイデン政権は、ロシアの侵略に対抗するウクライナに対し、巨

額の軍事支援や経済支援を継続する方針を明確にしている。

G7やNATOと連携し、対ウクライナ支援の国際的な枠組みを主
導している [3]。 

[3] 

対中競争政策、

同盟国との連携

強化 

米国は、経済・技術・安全保障など様々な分野で中国との戦略

的競争を続けている。バイデン政権は、日本や欧州などの同盟

国・友好国との連携を強化し、対中包囲網の構築を進めている 
[3]。 

[3] 

結論 
2025年5月1日現在、G9各国はそれぞれ多様な国内的・国際的課題に直面しています。カ
ナダ、フランス、英国、イタリア、日本ではインフレと生活費の高騰が国民生活に大きな影

響を与えています。米国では債務上限問題が最大の懸念材料です。ドイツとイタリアはエ

ネルギー問題への対応に追われています。ロシアはウクライナでの戦争継続とその経済

的・社会的影響下にあります。中国は経済成長の維持と地政学的緊張の中で労働節を迎

えています。日本はG7サミットのホスト国として国際的な役割を担う一方、国内では政権運
営や経済問題が課題となっています。フランスやドイツ、イタリア、日本ではメーデー／労

働者の日に関連した動きが見られます。 

これらのニュースは、提供された情報源 [1]-[4] に基づいており、それぞれの国が直面する
複雑な状況を反映しています。 
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